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三条市勤労青少年ホーム指定管理者募集要項 

 

　三条市勤労青少年ホームの管理業務を効果的かつ効率的に行うため、地方自

治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第３項及び三条市勤労青少年ホー

ム条例（平成 17 年三条市条例第 181 号）第４条の規定により、施設の管理に関

する業務を行う指定管理者の募集を行います。 

 

１　施設の概要 

　(1) 施設の名称 

　　　三条市勤労青少年ホーム（以下「施設」という。） 

　(2) 設置目的 

　　　市内における勤労青少年の健全な育成と福祉の増進を図ることを目的と

する。 

　(3) 所在地 

　　　三条市南四日町一丁目 15 番８号 

　(4) 施設規模 

　　　延床面積　　1,849.98㎡（１階 1,325.93㎡、２階 271.28㎡、３階 252.77

㎡） 

　　　構　　造　　鉄筋コンクリート造３階建一部鉄骨平屋造 

　　　敷地面積　　5,114.09 ㎡ 

　　　施設内容　　【教養棟】 

　　　　　　　　　（１階）ロビー・喫茶コーナー・図書コーナー[156.86 ㎡]、

相談室[18.52 ㎡]、料理講習室[81.49 ㎡]、事務室

[34.66 ㎡] 

　　　　　　　　　（２階）第一講習室［55.69 ㎡]、第二講習室〔和室東の間・

西の間〕[102.88 ㎡]、 

　　　　　　　　　（３階）音楽室兼集会室［123.51 ㎡］ 

　　　　　　　　　（その他）便所〔男女・身障者用が各階〕[88.81 ㎡］、風除

室・倉庫・階段ほか[296.27 ㎡] 

　　　　　　　　　【多目的ホール】 

　　　　　　　　　　　多目的ホール[737.50 ㎡]（バスケットボール１面、バ

レーボール２面、バドミントン３面）、トレーニングルー

ム[29.01 ㎡]、ミーティングルーム[15.62 ㎡]、男女シャ

ワー室兼更衣室[46.67 ㎡]、風除室・用具室ほか[62.49

㎡] 

 

施設の見取図　　別紙平面図のとおり 
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　(5) 利用状況（過去４年間の室別登録者利用状況） 

単位：人 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
２　管理の基準 

　(1) 開館時間及び休館日 

　　ア　開館時間 

　　　　午前９時から午後 10 時まで 

　　イ　休館日 

　　　　12 月 29 日から翌年１月３日まで 

　(2) 施設の使用許可の基準 

施設を使用しようとする者は、あらかじめ指定管理者の許可を受けるこ

とになります。許可を受けた事項を変更し、又は取り消すときも同様としま

す。 

また、許可を受けた目的以外に使用し、又は使用の権利を他に譲渡し、若

しくは転貸することはできません。 

(3) 施設の使用制限に関する基準 

　　　次のいずれかに該当するときは、施設の使用を許可しません。 

　　ア　使用の目的が施設の設置目的に資するものでないとき。 

　　イ　公の秩序又は善良の風俗に反するおそれがあるとき。 

　　ウ　営利を目的とする利用又は使用であるとき。 

　　エ　建物及び設備等を損傷するおそれがあるとき。 

　　オ　その他指定管理者が管理上不適当と認めたとき。 

　(4) 利用者 

　　　施設の利用者は次に掲げる者とする。 

　　ア　市内に住所を有し、又は勤務する勤労青少年 

　　イ　前号に掲げる者のほか、指定管理者が適当と認める者 

　　ウ　施設の管理運営上支障がない場合は、前２号に規定する者以外の者に

 施設名（部屋名） 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

 第一講習室 ― ― ― ―

 第二講習室 

（東の間・西の間）
1,660 1,034 1,379 1,744

 料理講習室 270 215 267 229

 音楽室兼集会室 1,937 1,084 1,912 2,498

 ロビー・ 

図書コーナー
1,036 742 795 856

 多目的ホール・ 

トレーニングルーム
3,521 2,701 3,232 3,914

 合　計 8,424 5,776 7,585 9,241
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施設を使用させることができる。 

　(5) 利用料金 

　　ア　（4）ウの規定により施設を使用する者は、その使用に係る料金（以下

「利用料金」という。）を指定管理者に収めます。 

　　イ　指定管理者は、利用料金をその収入として収受します。 

　　ウ　利用料金は次に掲げる額の範囲内において、指定管理者が市長の承認

を得て定めます。 

　　 ※１　使用時間数に１時間に満たない端数時間があるときは、１時間とみ

なしてこの表を適用します。 

　　　 ２　多目的ホールの一部を使用する場合で、当該使用面積が多目的ホー

ルの２分の１以内の場合には、この表の利用料金の額の２分の１の額

とします。 

　　エ　利用料金は前納とします。ただし、指定管理者は、特別の理由があると

認めるときは後納させることができます。 

　(6) 施設使用条件等の基準（使用条件の変更、使用の停止、使用許可の取消し

等） 

指定管理者は、次に掲げるいずれかに該当するときは、使用者に対して、

その使用を取消し、若しくは変更し、又は使用を中止させることができます。 

　　ア　使用者が施設設置条例又はこれに基づく規則に違反したとき。 

　　イ　指定管理者の指示した事項に違反したとき。 

　　ウ　その他管理運営上やむを得ない事由により、特に必要があると認めた

とき。 

　　 

３　業務の範囲(詳細は管理運営業務仕様書のとおり) 

　(1) 施設の設置目的を達成するために必要な業務 

　(2) 施設の使用許可に関する業務 

　(3) 施設、設備等の維持管理に関する業務 

　(4) 前項目に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務 

 
　区分 一時間当たりの利用料金

 
第一講習室 300円

 
第二講習室（東の間） 300円

 
第二講習室（西の間） 300円

 
料理講習室 400円

 
音楽室兼集会室 600円

 
多目的ホール 1,700円
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４　応募資格 

　(1) 三条市勤労青少年ホーム又はこれに類する施設に関わる維持管理・運営

業務の実績を有する団体であること。 

　(2) 本市内に本社、営業所等を有する法人であること。 

　(3) 次のいずれかに該当する団体又はその代表者は、応募することはできま

せん。 

ア　地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 167 条の４の規定に該当

する者 

イ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77

号）第２条に掲げる暴力団又は暴力団員及びそれらの利益となる活動を行

う団体 

ウ　会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）、民事再生法（平成 11 年法律第

225 号）に基づき更生又は再生手続をしている法人 

エ　最近３年間において、市税・法人税又は消費税･地方消費税を滞納して

いる者 

オ　応募書類提出時点において、三条市の一般競争入札の参加停止又は指

名競争入札の指名停止等の措置を受けている者 

カ　地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号。以下「法」という。）第 92 条の

２、第 142 条、（同法第 166 条第２項及び第 168 条第７項の規定により準

用する場合を含む。）第 180 条の５第６項の規定に抵触することとなる者

又は本指定管理候補者の選定を行う選定委員及びその家族の属する団体

等 

キ　その他法令に違反する等、公の施設を管理する団体としてふさわしく

ない者 

 

５　現地見学会 

　　現地見学会を次のとおり開催します。参加人数は１法人又はその他の１団

体につき２人までとし、法人その他の団体の名称及び氏名をあらかじめ連絡

してください。 

　(1) 現地見学日程 

　　ア　開催日時 

　　　　特に指定はしません。申込後に調整します。 

　　イ　集合場所 

　　　　三条市勤労青少年ホーム（三条市南四日町一丁目 15 番８号） 

　(2) 参加申込み 

　　ア　文書（郵便、FAX 又は電子メール）で次の事項を記入の上、申込みくだ

さい。 

(ア)法人名又は団体名 
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(イ)法人又は団体の住所 

(ウ)代表者名 

(エ)参加者名 

(オ)担当者名 

(カ)連絡先（電話番号、FAX 番号又は電子メールアドレス） 

イ　最終申込締切日 

　　　　令和５年 9月 19 日（火） 

　　ウ　申込先 

　　　　〒955-8686 

　　　　三条市旭町二丁目３番１号 

　　　　三条市経済部商工課 

　　　 電　話　0256－34－5611（直通） 

　　　 F A X　0256－36－5111 

　　　 e-mail　shokoka@city.sanjo.niigata.jp 

 

６　応募方法 

　(1) 応募書類 

　　ア　指定管理者指定申請書（様式第１号） 

　　イ　定款、寄附行為、規約その他これに類する書類（写） 

　　ウ　登記事項証明書（全部事項証明書。発行から３か月以内のもの） 

　　エ　納税証明書（課税対象団体のみ。発行から３か月以内のもの）  

　　オ　団体の経営状況を証明する書類 

　　　(ア)法人･･･直近２か年間の財産諸表 

　　　　　貸借対照表、損益計算書(又は収支計算書)、財産目録、事業報告書 

　　　(イ)その他の団体･･･上記に準ずる書類 

　　カ　事業計画書（様式第２号） 

　　キ　収支予算書（様式第３号） 

　　ク　団体の概要書（様式第４号） 

　　ケ　その他（自主事業提案書（様式第５号）等） 

　※応募関係書類は、経済部商工課窓口に備え付けてあります。また、市ホーム

ページからもダウンロードできます。 

　(2) 応募期間 

　　　令和５年９月１日(金)から９月 29 日(金)までの、土日、祝日を除く毎日、

午前９時から午後５時までに持参又は郵送（書留郵便に限る）してください。 

　(3) 提出場所 

　　　〒955－8686 

　　　三条市旭町二丁目３番１号 

　　　三条市　経済部商工課 

mailto:shokoka@city.sanjo.niigata.jp
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　　　電　話　0256－34－5611（直通） 

　　　F A X　0256－36－5111 

　　　e-mail　shokoka@city.sanjo.niigata.jp 

　(4) 提出部数 

　　　提出部数は、15 部（正１部、副 14 部（副は複写可））とします。 

 

７　選定方法について 

　(1) 候補者の選定 

　　　提出された書類を整理し、三条市外部委託等審査委員会に付議し審査・選

定します。 

(2) 選定結果の通知等 

　　　ア　選定結果の通知は、応募団体全員に文書により通知するとともに、ホ

ームページ等で公表します。（11 月頃を予定） 

　　　イ　指定管理者の指定は、候補者選定後、議会の議決を経て指定されます。 

　(3) 選定の基準 

　　　別紙審査基準表により選定します。 

　(4) 計画書のヒアリング等 

　　　計画書の内容について、必要に応じてヒアリングを行う場合があります

ので、その際は、別途連絡します。 

 

８　指定期間 

　　令和６年４月１日から令和 11 年３月 31 日までとします。ただし、期間内

において管理を継続することが適当でないと市長が認めるときは、その指定

を取消し、又は期間を定めて管理の事務の全部又は一部の停止を命ずること

ができます。 

 

９　指定管理料 

　(1) 指定管理料 

　　　指定管理業務に係る経費は、収支予算書において提示のあった金額を参

考に積算し、年度毎に指定管理者と市が協議の上、予算の範囲内において定

め、毎年度締結する年度協定において明記するものとします。 

　　　指定期間中の指定管理料総額（概算額）　97,610,000 円 

　(2) 支払方法 

　　　毎年度(４月１日から翌年３月 31 日まで)ごとに、指定管理者が指定した

口座に振り込みます。なお、支払い時期等については、市と協議の上、決定

します。 

　(3) 経理の区分 

　　　指定管理者は、自身の団体等と独立した会計帳簿類を設けるとともに、収

mailto:shokoka@city.sanjo.niigata.jp
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入及び経費については団体自身の口座とは別の口座で管理することになり

ます。 

　(4) 積算基礎に含まれている経費 

　　　人件費、一般経費(消耗品費、燃料費、電気使用料、電話使用料、設備保

守点検料等) 

　(5) 電力自由化に伴う電力供給について電力会社と契約を締結した場合は、

その契約に基づく契約単価で電気使用量を計算することとし、この結果今

回算定した指定管理料を改定する場合があります。 

　(6) 個別経費の取扱い 

　　　修繕及び施設整備については、市との協議事項とします。 

(7) 消費税の取扱い 

　　　指定管理料には、消費税及び地方税その他一切の経費を含むこととしま

す。消費税については、全ての期間において 10％での積算としてください。

ただし、指定期間中に税率の改正があった場合には、その税率に基づくもの

とします。 

 

10　利用料金制に関する事項 

　(1) 施設の使用の許可に係る使用の料金に利用料金制を導入します。 

　　　 利用料金収入の見込額　年　2,456,000 円 

　(2) 市が定めた次の基準に基づき利用料金の減免を行います。 

　　　減免基準 

　　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11　協定の締結 

　　指定管理者の指定後に、指定管理者は市と協議の上、協定を締結します。協

定については、指定期間全体を対象とする事項は基本協定で定め、年度ごとに

変動する事項は年度協定で定めます。 

 

 使用団体等 使用目的 減免割合

 三条市公の施設使用料等の減免基準

における基準１に掲げる使用団体等
会議・集会等 全　　額

 三条市公の施設使用料等の減免基準

における基準２に掲げる使用団体等
〃 70％

 三条市公の施設使用料等の減免基準

における基準３に掲げる使用団体等
〃 30％

 三条市が共催する場合 〃 全　　額

 三条市が後援する場合 

（基準１及び基準２の表に掲げる以

外の団体等が施設を使用する場合）

〃 30％
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12　質問等について 

　　この要項等の内容に関する質問は、次により受け付けます。 

　(1) 提出方法 

　　　質問は、別添の質問書により、郵便、FAX、又は電子メールで提出ください。 

　　　なお、電話による問合せは受け付けておりません。 

　(2) 提出期間 

　　　令和５年９月 15 日（金）午後 5時まで必着のこと。 

　(3) 回答方法 

　　　質問者に郵送等で行うとともに、本市のホームページ及び申請書類の提

出場所で公表します。なお、質問の回答は本要項の追加または修正とみなし

ます。 

 

13　その他 

　(1) 提出書類の変更 

　　　提出書類の内容の変更は、軽微な錯誤による変更などを除き、認めません。 

　(2) 提出書類の取扱い 

　　　提出書類は、理由のいかんにかかわらず返却しませんので、あらかじめ御

了承ください。 

　(3) 提出書類の公開 

　　　提出書類は、三条市情報公開条例に基づく情報公開の対象となり、請求が

あった場合は公開することになりますので、あらかじめ御了承ください。 

　(3) 申請の辞退 

　　　申請後に辞退する場合は、辞退届（様式は自由）を提出してください。 

　(4) 費用負担 

　　　申請に関して必要となる費用については、申請者の負担とします。


